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日本経済のイノベーションの必要性と課題
年始と年央の毎年2回にわたって経済財政諮問会議
に提出される内閣府「中長期の経済財政に関する試
算」においては、中長期的なマクロ経済の姿を成長実
現ケース2とベースラインケース3の2つのケースで示
しており、政府が目指すべき成長実現ケースでは、全
要素生産性上昇率が足下の水準である0.5％程度から
1.4％程度まで上昇することが前提として置かれてい
る。全要素生産性は、労働投入量や資本投入量によら
ず、イノベーションをはじめとする技術進歩や生産の
効率化によって高まる質的な経済成長要因である。し
たがって人口減少下においても、こうした全要素生産
性を上昇させることで経済成長力の引上げを実現し日
本経済を再生させるためには、イノベーション強化が
必要である4・5。
イノベーションは、業務や製品の改良に留まるプロ
セス・イノベーションと、新製品・新サービスを生み
出すプロダクト・イノベーションに大別され、競争力
と稼ぐ力を高めるためには後者が重要5であるが、日
本はこれが弱い状況である。図1では、先進国におけ

るプロダクト・イノベーションを実現した企業の割合
を示しているが、日本は各国の中で最低水準となって
いる。このように、プロダクト・イノベーションやこ
れに向けた研究開発が弱い要因として、オープンイノ
ベーションの欠如6、高度人材の不足、適度な企業の
競争環境の未成立、起業の低迷、企業における投資へ
のリスク許容度の低さなどが考えられる7。
研究開発やイノベーションは高い正の外部性を有す
る8とされ、民間のリスクを抑え投資を促進させるた
めに、一定の公的支援が必要であるが、企業の研究開
発を支援する新エネルギー・産業技術総合開発機構
（NEDO）が平成17年度から平成27年度以前に終了し
た234事業について追跡調査9を行ったところ、同機
構が支援した革新的プロジェクトのうち実用化まで
至った割合は29.5％に過ぎない10。公的支援を受けた
企業における研究開発やイノベーションに関する状況
を把握することで、公的支援の課題を確認し、その効
果を高めていくことが重要である。

＊	 令和5年3月末まで相模原市より出向。元・企画担当	兼	計量分析室員。
＊＊	内閣府経済社会総合研究所特別研究員。
1	 本稿の公表に当たっては、内閣府政策統括官（経済社会システム担当）付の館合利伽子氏及び鈴木りん氏に有益なサポートや助言を頂いた。
2	 政府が掲げるデフレ脱却・経済再生という目標に向けて、政策効果が過去の実績も踏まえたペースで発現する姿。
3	 経済が足下の潜在成長率並みで将来にわたって推移する姿。
4	 Duguet	（2006）は、フランスのイノベーション調査を分析し、革新的なイノベーションが全要素生産性の上昇に寄与することを示した。
5	 Grossman・Helpman	（1991）、Aghion・Howitt	（1992）及びKlette・Kortum	（2004）等の内生的成長論や吉川・安藤・宮川（2011）を参照。
6	 オープンイノベーション・ベンチャー創造協議会・新エネルギー・産業技術総合開発機構「オープンイノベーション白書第三版」によれば、社外の組織
と連携するイノベーション活動であるオープンイノベーションの実施率は、欧米企業の78％（2019年時点）に対して、日本企業は47％（2015年時点）
にとどまるが、藤澤（2019）によれば、新しい事業・技術・商品の開発に成功したケースのうち、自前主義は33.5％に過ぎず、62.3％は社外との連携を
実施していた（いずれも2018年時点）。

7	 石橋（2021）、内閣府（2017）及び文部科学省科学技術・学術政策研究所（2020）など参照。
8	 例えば、Bloom・Schankerman・Van	Reenen	（2013）は、1963年以降に米国で特許を取得した715社のデータを用いて、Jaffe	（1986）のモデルにより、
企業の研究開発の成果が他社に伝播することによって市場シェアを奪われる負の外部効果も考慮しながら、社会全体の限界収益率が企業単独の限界収益
率を上回ることを示し、研究開発投資やイノベーションが高い外部性を有することを示した。

9	 新エネルギー・産業技術総合開発機構では、プロジェクト終了後、原則5年後までの動向について調査を実施しているが、政府の予算事業において、こ
のように事業の効果を長期間にわたり追跡調査を実施しその結果を公表している例は少ない。

10	内閣府「令和4年度年次経済財政報告」は、日本は、研究開発効率（＝付加価値額増加率／研究開発費増加率）が主要先進国の中で最も低い上に低下傾
向であり、固有技術に強みを持っているが新製品や新たなサービスの導入による収益化に課題があり、研究開発活動を付加価値に十分に結び付けられて
いないと評価している。

図1　プロダクト・イノベーションを実現した企業の割合
（2016年～2018年）
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（備考）�Community� Innovation�Survey�2018、UK�Innovation�
Survey�2019及び全国イノベーション調査により作成。
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プロダクト・イノベーションの要因分析
統計法に基づき文部科学省によって2年から3年ご
とに実施されている全国イノベーション調査において
は、企業のイノベーションの実現やこの要因となり得
る企業の様々な性質の状況を確認しており、この中で
資金支援11や税制控除12といった公的支援の状況につ
いても尋ねている。公表されている分の直近として
は、2022年10月に、全国の従業員10人以上の企業を
対象に概ね過去3年（2017年～2019年）の状況につい
て調査が行われ、標本抽出された31,088社のうち
12,534社から有効回答が得られている。
図2では、プロダクト・イノベーションの実現状況
として、新しい又は改善した製品・サービスを市場に
導入した企業の割合を従業員規模別に公的支援の有無
ごとに集計した結果13を示している。これによれば、
全ての区分において、公的支援を受けた場合の方が、
プロダクト・イノベーションを実現した割合が高く
なっており、公的支援がプロダクト・イノベーション
の実現に寄与しているように見える14が、これは全体
を合計して得られたマクロデータにおける平均的な数
値に過ぎない。
そこで、この調査による個々の企業の回答によって
得られたミクロデータを用いて、プロダクト・イノ
ベーションの実現状況を被説明変数、この実現の要因
となり得る性質を説明変数とした実証分析13により、
プロダクト・イノベーションの実現に向けた各性質の
寄与を確認する。
その手法としては、OECDが提供する各国のマクロ
データを用いて回帰分析を行った西川・大橋（2010）
のモデルを今回のミクロデータを用いた分析に応用する。
まず、プロダクト・イノベーションの実現状況を示
す被説明変数として、企業がプロダクト・イノベー
ションを実現した場合に1、実現しなかった場合に0
とする2値のデータを用いている。
説明変数として、この調査においてデータが得られ
る範囲で9つの変数を用いており、3つが公的支援と
して、国からの資金支援、地方自治体からの資金支
援、税額控除の有無、2つがイノベーションのため研
究開発又はその他の面において他の組織と行った協力

の有無を被説明変数と同様に表す2値のデータ、3つ
がイノベーション活動の阻害要因として、能力のある
従業員の不足、過度な市場競争、需要の不確実性につ
いて、回答企業が考える影響の程度が大きくなるにつ
れてそれぞれ0～3の整数を取るデータ、残り1つが創
業からの年数である。
被説明変数が0か1の2値のデータであることから、
実証分析の手法として、ロジスティック回帰分析を用いる
こととし、図3では、全ての説明変数・被説明変数の
データが得られるサンプルを対象に、業種別又は従業
員規模別にも回帰分析を行った結果を示している15・16。
まず、従業員が中小規模の企業のケースを除き、公
的支援はプロダクト・イノベーションの実現に対する
有意な寄与が認められない。具体的には、より脆弱な
10～49人の企業のケースには国による資金支援、50～
249人の企業のケースには地方自治体による資金支援
が有効との傾向が見られるが、250人以上の大規模の
企業のケースには公的支援による効果が認められない。
他方、イノベーションのために他の組織と行った協
力については、研究開発とその他の面の双方で、業種
別・従業員規模別の全てのケースにおいて、強い寄与
が認められ、まさにオープンイノベーションの有効性
が実証されている。
能力のある従業員の不足については、1,000人以上
の大規模の企業のケースを中心に、負の寄与が有意と
なっているが、中小規模の企業のケースには影響は認
められない。この調査では、イノベーション活動の阻
害要因として、今回の分析の説明変数として用いてい
る3つの他にも、自己資金の不足や融資・投資の不足、
助成金・補助金の獲得困難なども独立して尋ねられて

11	助成金や補助金、補助金付融資、融資保証（損失補償契約）などを指す。
12	試験研究費の総額に係る税額控除制度、中小企業技術基盤強化税制、中小企業投資促進税制、中小企業経営強化税制、地域未来設備投資促進税制などが
該当する。

13	文部科学省科学技術・学術政策研究所が実施した全国イノベーション調査の調査票情報を独自集計して得られた値を用いている。
14	全国イノベーション調査においては、プロダクト・イノベーションの中でも、以前にいかなる競合他社も導入したことがない製品・サービスの市場への
導入の有無についても尋ねており、回答企業が僅か1,915社に過ぎないが、こうした製品・サービスを導入した企業の割合についても集計したところ、全
ての区分において実現の割合が若干低くなるものの、同様な結果が得られた。

図2　プロダクト・イノベーションの実現の割合 
（2017年～2019年）
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いるが、中小規模の企業において、これら資金関係の
阻害要因の影響の程度が大きい傾向17にあることから、
能力のある従業員の不足の影響の程度が相対的に低く
なったことが考えられる。
過度な市場競争や需要の不確実性については、一部
の大規模の企業のケースを除き、有意な影響が認めら
れるが、全てのケースにおいて正の寄与となってい
る。これは、市場競争によってプロダクト・イノベー
ションに向けた開発がむしろ活発となった可能性を示
唆している。
創業からの年数は、中小規模の企業のケースを除
き、有意な寄与が認められる。逆に言えば、プロダク
ト・イノベーションの促進を目的とする政策における
中小規模の企業への支援では、規模の拡大を目指しな
がらも創業から長期間経過していない企業に重点化す
べきである可能性を示唆している。
したがって、マクロデータでは公的支援を受けた場

合の方がプロダクト・イノベーションを実現した割合
が高く見えるにもかかわらず、これらプロダクト・イ
ノベーションの要因に関するミクロデータを用いた分
析の結果を踏まえれば、現行の公的支援は一部の中小
規模の企業のみに有効18と評価することができ、また、
市場競争を確保しながらオープンイノベーションを促
進させることも重要であると言える。

イノベーション政策の財政支出の在り方
日本の科学技術関係予算は、イノベーション強化の
政策方針の下、予算規模を年々拡大してきており、
2021年10月に成立した岸田内閣でも、科学技術・イ
ノベーションは、新しい資本主義において計画的に重
点投資すべき社会課題の一つとして位置付けられてい
る。図4では、科学技術関係予算において、コロナ禍の
下での累次の補正予算によって巨額の事業が措置され
た結果、第6期科学技術・イノベーション基本計画19

15	表に記載の全てのモデルにおいて、Hosmer-Lemeshow	test及びPearson‘s	chi-squared	testの結果は有意となっている。
16	ロジスティック回帰分析においては、モデルが非線形となることから、通常の決定係数を用いることができず、複数の疑似的な決定係数が提案されてい
る。最小二乗法の際に用いると通常の決定係数に一致するCox	and	Snell	R-squaredは一般化された指標と言えるが、決定係数の上限が1になるとは限ら
ない弱点があるため、今回の分析においては範囲が0と1の間に収まるNagelkerke	R-squaredを用いた。

17	これら資金関係の阻害要因について、回答企業が考える影響を程度が大きくなるにつれてそれぞれ0～3の整数で評価し、従業員規模別に、各程度の値を
その割合の百分率で乗じた積の和は、自己資金の不足において小規模85・中規模72・大規模57、融資・投資の不足において小規模38・中規模34・大規
模23、助成金・補助金の獲得困難において小規模61・中規模50・大規模34。なお、これら資金関係の阻害要因の影響の程度は、資金支援や税制控除な
どの公的支援の有無と相関関係にあると考えられることから、今回の分析においては、回帰分析の多重共線性の発生を防ぐため、これらを説明変数とし
て用いていない。

18	今回の分析では、イノベーションの外部性や市場へのスピルオーバーは考慮していないことに留意が必要。前述のBloom・Schankerman・Van	Reenen
（2013）は、企業規模が大きくなるにつれて社会全体における研究開発投資の限界収益率が高くなることを示している。

図3　プロダクト・イノベーションの実現状況を被説明変数としたロジスティック回帰分析の結果

業種 全業種 全業種 全業種 全業種 全業種 製造業 サービス業
従業員数 全規模 10～49人 50～249人 250～999人 1,000人～ 全規模 全規模
標本数 5,849 1,694 1,869 1,716 570 2,915 2,410

説
　
明
　
変
　
数

国の資金支援の有無 0.067 0.357 －0.239 0.199 0.301 0.141 －0.064
｛0,1｝ （0.719） （2.108） （－1.418） （1.059） （0.862） （1.229） （－0.341）

自治体の資金支援の有無 0.020 0.020 0.454 －0.403 0.176 －0.010 0.031
｛0,1｝ （0.188） （0.101） （2.599） （－1.959） （0.454） （－0.078） （0.152）

税額控除の活用の有無 0.049 －0.121 0.014 0.130 0.208 0.057 －0.024
｛0,1｝ （0.551） （－0.617） （0.090） （0.839） （0.665） （0.527） （－0.134）

研究開発協力の有無 1.257 1.193 1.201 1.138 1.052 1.301 1.093
｛0,1｝ （15.617） （6.050） （7.748） （8.810） （4.449） （12.888） （6.631）

その他協力の有無 0.914 1.053 0.498 0.780 1.172 0.646 1.267
｛0,1｝ （10.875） （5.025） （2.855） （5.805） （5.340） （5.394） （9.838）

従業員の能力不足 －0.100 －0.031 －0.061 －0.117 －0.268 －0.099 －0.110
｛0,	1,	2,	3｝ （－2.976） （－0.480） （－0.993） （－1.941） （－2.376） （－2.143） （－2.051）

市場競争の激しさ 0.189 0.207 0.155 0.126 0.331 0.216 0.149
｛0,	1,	2,	3｝ （4.855） （2.807） （2.138） （1.791） （2.699） （4.114） （2.390）
需要の不確実性 0.225 0.230 0.214 0.257 0.164 0.210 0.188
｛0,	1,	2,	3｝ （5.719） （3.136） （2.926） （3.601） （1.263） （3.896） （2.946）
創業からの年数 0.005 0.003 0.001 0.005 0.008 0.006 0.003
｛0,	1,	2,…｝ （5.494） （1.736） （0.746） （3.425） （3.152） （4.476） （2.216）

Nagelkerke	R-squared 0.182 0.125 0.100 0.184 0.329 0.200 0.140
Hosmer-Lemeshow	stat. 10.324 12.313 7.598 13.583 5.784 11.072 6.343
Pearson’s	chi-squared	stat. 802.9 144.7 129.3 250.0 161.3 454.6 244.1

AIC 6,332.7 1,671.3 1,940.0 2,050.0 645.5 3,303.8 2,579.8
（備考）�上記表では、定数項は省略。各説明変数の行において、1段目は係数、2段目はWald�statistic（z値、�線形回帰分析におけるt値に相当。）。

太字下線部は5％の有意水準を満たす。Nagelkerke�R-squaredは、ロジスティック回帰分析において用いられる疑似的な決定係数、
Hosmer-Lemeshow�statistic及びPearson‘s�chi-squared�statisticはモデル全体の有意性を検定に用いられる統計量。
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の目標30兆円が今後の本予算のみでも達成される見
込みであることが示されている。
他方、日本の財政状況は先進国最悪であり、財政資
源が限られる中では、科学技術・イノベーション政策
が最重要な政策分野であるからこそ、単に財政支出の
規模を満たせば良いのではなく、効果が低い支出を見
直し、真に効果が高い施策に重点化していくことが必
要である。
前項の分析20・21は、効果的と考えられる部分に財政
資源を集中させるワイズスペンディングの重要性も示
唆している。施策の適切な設計と優先順位付けを行い
ながら支出の質を向上させるためには、必要なデータ
と体制を整備しながらEBPM20・21・9の取組をより一層
重視していくべきであり、人口減少下においても日本
経済の成長力を引き上げていくためには、こうした努
力を続けていくことが不可欠である。
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19	令和3年3月26日閣議決定。
20	前項の分析で用いた全国イノベーション調査のデータは、前述のとおり、概ね過去3年間における企業のイノベーションの実現やこの要因となり得る企
業の様々な性質の状況を表しているが、新規性のある製品・サービスを開発するプロダクト・イノベーションの実現に当たっては、長期的な視点に立っ
た研究開発が必要な場合もあり、本来、長期間にわたるパネルデータを整備し、これを用いて分析することが望まれる。

21	公的支援の実質的な効果や施策の是非を評価するためには、本来、公的支援が存在しない状況と比較する必要がある。例えば、大橋・五十川（2013）に
おいては、構造推定アプローチを用いて公的支援が行われないという仮想的状況における企業のパフォーマンスをシミュレーションして評価を行うこと
で、公的支援を受けた企業のうち4割程度は助成を受けなくてもイノベーションを実施したことを推測している。

図4　科学技術関係予算（政府研究開発投資）の推移
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第６期（2021～ 2025年度）
基本計画での投資規模30兆円
上記の予算額30.5兆円

第５期（2016～ 2020年度）
基本計画での投資規模26兆円
実際の予算額：26.1兆円

第４期（2011～ 2015年度）
基本計画での投資規模25兆円
実際の予算額：22.9兆円

4.7
5.3

グリーンイノベーション基金2.0兆円
及び大学ファンド0.5兆円を含む

コロナ関係0.6兆円
大学ファンド0.6兆円
半導体関係0.6兆円を含む

中小企業支援1.0兆円
大学ファンド0.7兆円
半導体関係　0.8兆円
　　　　　　　を含む

2024年度以降は
2023年度本予算額
と同額で推移した場合
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（備考）�内閣府科学技術・イノベーション事務局資料及び経済財政諮
問会議（令和5年第5回）有識者議員提出資料により作成。
グラフ下に記載の金額は、科学技術基本計画の投資規模及び
予算額。第5期の実際の予算額は、グリーンイノベーション
基金及び大学ファンドを含む場合に28.6兆円となる。
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